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序 章 

 
日本版 O-NET は、米国 O*NET1をモデルに開発を進めている職業情報提供サイトである。

本章では、サイト開発のきっかけとなった政府方針やその後の動き、労働政策研究・研修機

構が担当することとなった職業情報の収集のための調査研究等の方法及び全体スケジュール

の概略について記述する。 
 
第１節 調査研究等の背景－関連する政府方針等－ 

 
2017 年 3 月 28 日に働き方改革実現会議で決定された「働き方改革実行計画」において

「職業能力・職業情報の見える化」として職業情報提供サイト（日本版 O-NET、以下「日本版

O-NET」という。）の創設が初めて提言された。続く「未来投資戦略 2017」（2017 年 6 月 9 日

閣議決定）においても生産性・成長性の高い産業への「人の流れ」を実現する労働市場改革

の一環として、転職・再就職の拡大に向けて、職業情報に関して総合的に提供するサイトと

して日本版 O-NET が記述されている。 
「未来投資戦略 2018」(2018 年 6 月 15 日閣議決定)では、人材の最適活用に向け、個人

の主体的なキャリア形成を支える労働市場インフラとして日本版 O-NET の創設が掲げられた

ところである。 
2019 年の「成長戦略フォローアップ」（2019 年 6 月 21 日閣議決定）の中では、日本版 O-

NET の公開を前提に、同サイトが他の関連システムと有機的に連携することで、求職者や企

業の人事担当者等が円滑に職業情報の把握等を行えるシステム構築を目指すことが言及され

ている。【参考１】 
さらに、厚生労働省では、高齢者の雇用・就業機会の確保、中途採用の促進等の文脈にお

いても、日本版 O-NET を含め、求職者等の職業選択に資する職業情報等の提供は、国が総合

的に取り組むべき施策の一つとして、その充実に取り組む旨を法律上明記する方向で準備が

進められている。【参考２】 
労働政策研究・研修機構は、長年にわたり日本において職業情報の収集、整理及びその一

般への提供を行ってきたことから、厚生労働省による日本版 O-NET の開発にあたり、同省の

要請により 2017 年度は「職業情報提供サイト官民研究会」を設置し基本構想のとりまとめ

を行った。それに続く 2018 年度、2019 年度の 2 年間は、サイト公開時に日本版 O-NET に収

録する約 500 の職業情報の収集を行った。サイト公開後も職業情報の追加、更新等そのメン

                            
1 米国 O*NET は、連邦労働省雇用訓練局が運営する職業情報提供サイトである。974 職業（2020 年 3 月現在）

が収録されている。各職業について、職務の内容、求められるスキルや知識、求められる学歴、年収等の情報が

インターネットで提供されている。求められるスキルや知識等については数値化されている。就職、転職等にお

いて参考となる情報として、学生、求職者、就職を支援する専門家等に活用されている。 
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テナンス等を実施していくことが予定されている。 
 
第２節 調査研究等の方法及びスケジュール 

 
厚生労働省による 2020 年 3 月の日本版 O-NET のサイト公開に向けて、当機構では 2018 年

度、2019 年度の 2 か年で約 500 職業（各年度約 250 職業）の職業情報の収集のための調査

研究等を実施した。 
職業情報の収集は、世の中にある職業 2をある程度、体系的、網羅的にカバーすることを

めざし、最終的に 489 職業の職業情報の収集を行い、厚生労働省に情報提供した。以下では、

調査研究等の方法について全体スケジュールとともに概観する。 
 
（１）インプットデータ研究会による方針決定等 

職業情報の収集にあたっては、2018年度当初、機構内に職業情報（インプットデータ 3）

に関する方針決定等を行う「インプットデータ研究会」を設置した。同研究会のメンバーは

厚生労働省・経済産業省の実務担当者を中心に外部有識者、当機構研究員で構成した。 
収集する職業情報は、主に文章で職業を記述した「職業解説」と職業に求められるスキル

レベルや知識の重要度等を職業間で比較可能な数値で示した「数値情報」で構成する。イン

プットデータ研究会では、これらの職業情報を収集する約 500 職業の選定、取得する数値情

報の項目及び取得方法等を決定した。職業選定の方針としては、世の中にある職業をある程

度、体系的、網羅的にカバーすることを基本としつつ、ハローワークの求人件数が多い職業

を中心とすることとなった。同時に「成長戦略」等の国の方針等も踏まえ、今後需要拡大が

見込まれる分野等の職業（仕事）については、新規職業として追加していくこととされた。 
決定した方針を踏まえ、職業解説ベースで 2018 年度は約 247 職業、2019 年度は約 242 職

業、合計 489 職業の職業情報の収集を行い、厚生労働省に情報提供した。 
なお、同研究会は 2 年間で 8 回開催され、上述の通り職業情報に関する方針決定を行うと

ともに職業情報の収集に係る調査研究等の進捗状況等の報告を行なった。 
 
（２）職業情報の収集のための調査研究等 

職業情報のうち職業解説については、作成にあたり外部調査機関にも委託し情報収集のた

めの文献等調査（インターネット、参考文献等による情報収集・調査）及び関係団体、企業

等への訪問ヒアリング調査を実施した。併行して外部有識者、厚生労働省担当者、当機構研

                            
2 一般的に、個人からみた場合が「職業」、企業側からみた場合が「職種」というが、基本的に両者が指す内容は

ほぼ同一であり、本報告書では、文脈に応じて「職業」、「職種」の表現を使い分けている。 
3 日本版 O-NET のサイトに入力する情報であることから厚生労働省に提供する職業情報（Excel 形式で作成）の

ことを「インプットデータ」という。 
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究員からなる「職業解説検討会」を設置し、全職種の職業解説の内容について精査、吟味を

行った。同検討会は、2018 年度 27 回、2019 年度 39 回、2 年間で 66 回開催した。 
職業の数値情報の収集では、各職業の就業者を対象とした Web 就業者調査を 2018 年 12

月、2019 年 11 月にそれぞれ実施した。1 職業について約 60 名の就業者の回答収集を目標に

調査を実施し、結果的には約 26,000 人の有効回答を得ることができたものの、当初計画し

た数の就業者の回答が収集できない職業も複数あった。以下では、2018 年度と 2019 年度そ

れぞれの年度に実施した調査研究等について記載する。 
 

① 2018 年度 
   日本版O-NETに収録する約500の職業情報のうち半数、前半約250の職業情報の作成、

職業の数値情報の収集に取り組むとともに、職業情報の収集に先立ち二つのヒアリン

グ調査を実施した。 
まず6～8月に日本版O-NETの主な利用者層の一つと想定されるキャリアコンサルタン

ト等を対象に、19名から職業情報に対するニーズを把握するヒアリング調査を実施し

た。ヒアリングの結果、収録する職業は、労働市場の状況を反映し、就業者が増えて

いるIT関連、サービス職種、ホワイトカラー職種を増やして欲しいといった意見が挙

げられた。また入職後のその職業でのキャリアパスの情報を期待する声も多かった。 
次に10～11月に、2019年度に職業情報の収集を行う約250職業の選定等の参考とす

るため、技術革新等の影響により職業を構成する職務の変化が早くかつ大きいと思わ

れる、IT分野、製造分野について、業界動向、職業の変化等を把握するため、業界団

体、民間職業紹介会社、人材育成機関等5団体からのヒアリング調査を実施した。IT職
種は多様化、専門化によりかつてに比べ職務が細分化し、製造分野は生産現場の自動

化が進む中、職業はむしろ統合されているとの状況が把握された。 
   なお、これらのヒアリング調査については、それぞれ後続の章で詳述する。 
 

② 2019 年度 
   2018 年度末に選定した後半約 250 の職業解説の作成、職業の数値情報の収集を基本

的には 2018 年度と同様の方法で取り組んだ。 
   また、職業の数値情報の収集では、2018 年度の Web 就業者調査の手法では取得が困

難な職業（例えば、「麻薬取締官」、「入国警備官」、「調教師」等）について、関係機関、

団体等への依頼により、就業者に直接アンケート調査を配布、回収する方法での数値情

報の取得を行った。 
さらに、厚生労働省が作成した日本版 O-NET 収録職業を表象する写真・動画との整合

性を図る観点等からの職業解説の加筆、修正等も行った。 
加えて、年度終盤には、2020 年度以降の職業情報についてのメンテナンス方針の検討
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にも着手した。 
 

厚生労働省に情報提供した職業情報の一覧、2 か年の調査研究等の内容、全体スケジュー

ルは図表のとおりである（図表序-1、序-2、序-3）。 
 

図表 序-1 日本版 O-NET 収録職業一覧（489 職業） 

（※職業名は変更の可能性があります。） 

 

 

1 鋳造工/鋳造設備オペレーター 71 花火師 141 企業法務担当 211 商社営業

2 鍛造工/鍛造設備オペレーター 72 タイヤ製造 142 コンプライアンス推進担当 212 医薬情報担当者（MR）

3 NC工作機械オペレーター 73 医薬品製造 143 広報・ＰＲ担当 213 ＯＡ機器営業

4 金型工 74 化粧品製造 144 IR広報担当 214 自動車営業

5 金属プレス工 75 調香師 145 商品企画開発（チェーンストア） 215 保険営業（生命保険、損害保険）

6 めっき工 76 プラント設計技術者 146 営業事務 216 代理店営業（保険会社）

7 溶接工 77 化学製品製造オペレーター 147 貿易事務 217 住宅・不動産営業

8 鉄鋼製造 78 石油精製オペレーター 148 生産・工程管理事務 218 広告営業

9 非破壊検査技術者 79 電気技術者 149 検品担当（大規模小売店舗） 219 印刷営業

10 非鉄金属製錬技術者 80 電気通信技術者 150 検針員 220 清涼飲料ルートセールス

11 機械設計技術者 81 原子力技術者 151 フランチャイズチェーン・スーパーバイザー 221 日本料理調理人（板前）

12 精密機器技術者 82 発電所運転管理 152 銀行等窓口事務 222 すし職人

13 計器組立 83 太陽光発電の企画・調査 153 損害保険事務 223 そば・うどん調理人

14 光学機器組立 84 太陽光発電の設計・施工 154 医療事務 224 西洋料理調理人(コック）

15 医療用画像機器組立 85 太陽光発電のメンテナンス 155 調剤薬局事務 225 中華料理調理人

16 生産用機械組立 86 分析化学技術者 156 診療情報管理士 226 ラーメン調理人

17 半導体技術者 87 高分子化学技術者 157 介護事務 227 飲食チェーン店店員

18 半導体製造 88 バイオテクノロジー技術者 158 学校事務 228 給食調理員

19 電子機器技術者 89 建築設計技術者 159 通信販売受付事務 229 調理補助

20 電子機器組立 90 建築施工管理技術者 160 ネット通販の企画開発 230 バーテンダー

21 家電修理 91 土木設計技術者 161 ネット通販の運営 231 ソムリエ

22 産業用ロボット開発技術者 92 土木施工管理技術者 162 秘書 232 ホテル・旅館支配人

23 産業用ロボットの設置・設定 93 測量士 163 受付事務 233 フロント（ホテル・旅館）

24 産業用ロボットの保守・メンテナンス 94 ＣＡＤオペレーター 164 コールセンターオペレーター 234 客室清掃・整備担当（ホテル・旅館）

25 自動車技術者 95 大工 165 データ入力 235 接客担当（ホテル・旅館）

26 自動車組立 96 型枠大工 166 人事コンサルタント 236 ハンバーガーショップ店長

27 航空機開発エンジニア（ジェットエンジン） 97 鉄筋工 167 広報コンサルタント 237 ホールスタッフ（レストラン）

28 宇宙開発技術者 98 鉄骨工 168
M&Aマネージャー、M&Aコンサルタント/M&Aアドバ

イザー
238 カフェ店員

29 紡績機械オペレーター 99 とび 169 知的財産サーチャー 239 マンション管理員

30 織布工/織機オペレーター 100 建設機械オペレーター 170 知的財産コーディネーター 240 ボイラーオペレーター

31 染色工/染色設備オペレーター 101 建設・土木作業員 171 内部監査人 241 マンション管理フロント

32 ミシン縫製 102 潜水士 172 マーケティング・リサーチャー 242 ビル施設管理

33 紡織設備管理・保全 103 さく井工/ボーリング工 173
Webマーケティング

（ネット広告・販売促進）
243 物流設備管理・保全

34 木材製造 104 舗装工 174 アクチュアリー 244 駐車場管理

35 合板製造 105 ブロック積み 175 証券アナリスト 245 旅行会社カウンター係

36 家具製造 106 タイル工 176 ファンドマネージャー 246 ツアーコンダクター

37 建具製造 107 左官 177 ディーラー 247 観光バスガイド

38 紙器製造 108 建築板金 178 エコノミスト 248 遊園地スタッフ

39 製版オペレーター、DTPオペレーター 109 サッシ取付 179 スーパー店長 249 キャディ

40 印刷オペレーター 110 内装工 180 スーパー店員 250 通訳ガイド

41 製本オペレーター 111 建築塗装工 181 スーパーレジ係 251 葬祭ディレクター

42 生産・品質管理技術者 112 防水工 182 デパート店員 252 ブライダルコーディネーター

43 食品技術者 113 保温工事 183 デパート仕入担当 253 家政婦（夫）

44 豆腐製造、豆腐職人 114 電気工事士 184 デパート外商 254 ベビーシッター

45 パン製造、パン職人 115 配管工 185 コンビニエンスストア店員 255 理容師

46 洋菓子製造、パティシエ 116 エレベーター据付 186 ホームセンター店員 256 美容師

47 和菓子製造、和菓子職人 117 鉄道線路管理 187 駅構内売店店員 257 エステティシャン

48 乳製品製造 118 送電線工事 188 ベーカリーショップ店員 258 ネイリスト

49 水産ねり製品製造 119 解体工 189 衣料品販売 259 メイクアップアーティスト

50 冷凍加工食品製造 120 プログラマー 190 シューフィッター 260 アロマセラピスト

51 惣菜製造 121 システムエンジニア（業務用システム） 191 医薬品販売/登録販売者 261 リフレクソロジスト

52 清酒製造 122 システムエンジニア（基盤システム） 192 化粧品販売/美容部員 262 クリーニング師

53 みそ製造 123 システムエンジニア（Webサイト開発） 193 電器店店員 263 中小企業診断士

54 しょうゆ製造 124 システムエンジニア（組込み、IoT） 194 携帯電話販売 264 経営コンサルタント

55 ハム・ソーセージ・ベーコン製造 125 ソフトウェア開発（パッケージソフト） 195 自転車販売 265 ファイナンシャル・プランナー

56 ワイン製造 126 ソフトウエア開発（スマホアプリ） 196 ガソリンスタンド・スタッフ 266 社会保険労務士

57 ビール製造 127 運用・管理（IT） 197 書店員 267 司法書士

58 かん詰・びん詰・レトルト食品製造 128 セキュリティエキスパート（オペレーション） 198 CDショップ店員 268 行政書士

59 野菜つけ物製造 129 ヘルプデスク（IT) 199 メガネ販売 269 土地家屋調査士

60 ファインセラミックス製造技術者 130 プロジェクトマネージャ（IT） 200 スポーツ用品販売 270 翻訳者

61 陶磁器技術者 131 ITコンサルタント 201 ペットショップ店員 271 通訳者

62 陶磁器製造 132 営業（IT） 202 フラワーショップ店員 272 弁護士

63 ガラス食器製造 133 データサイエンティスト 203 リサイクルショップ店員 273 パラリーガル（弁護士補助職）

64 漆器製造 134 AIエンジニア 204 ビデオレンタル店店員 274 公認会計士

65 プラスチック成形 135 デジタルビジネスイノベーター 205 レンタカー店舗スタッフ 275 弁理士

66 靴製造 136 一般事務 206 化粧品訪問販売 276 税理士

67 かばん・袋物製造 137 総務事務 207 せり人 277 不動産鑑定士

68 貴金属装身具製作 138 人事事務 208 銀行支店長 278 速記者、音声反訳者

69 玩具（おもちゃ）製作 139 経理事務 209 銀行・信用金庫渉外担当 279 ピアノ調律師

70 石工 140 企画・調査担当 210 証券外務員
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図表 序-1 日本版 O-NET 収録職業一覧（489 職業） 続き 

（※職業名は変更の可能性があります。） 

  

280 通関士 350 日本語教師 420 インダストリアルデザイナー

281 気象予報士 351 自動車教習指導員 421 テクニカルライター

282 図書館司書 352 スポーツインストラクター 422 テクニカルイラストレーター

283 学芸員 353 音楽教室講師 423 イラストレーター

284 カウンセラー（医療福祉分野） 354 きもの着付指導員 424 グラフィックデザイナー

285 スクールカウンセラー 355 医学研究者 425 ＣＧ制作

286 キャリアカウンセラー/キャリアコンサルタント 356 薬学研究者 426 看板制作

287 福祉ソーシャルワーカー 357 バイオテクノロジー研究者 427 Webデザイナー

288 医療ソーシャルワーカー 358 情報工学研究者 428 Webディレクター

289 老人福祉施設生活相談員 359 土木・建築工学研究者 429 動画制作

290
障害者福祉施設指導専門員

（生活支援員、就労支援員等）
360 施設警備員 430 ゲームクリエーター

291 児童相談所相談員 361 雑踏・交通誘導警備員 431 アニメーター

292 福祉事務所ケースワーカー 362 道路パトロール隊員 432 アートディレクター

293 介護支援専門員/ケアマネジャー 363 陸上自衛官 433 広告デザイナー

294 福祉用具専門相談員 364 海上自衛官 434 広告ディレクター

295 施設管理者（介護施設） 365 航空自衛官 435 コピーライター

296 施設介護員 366 警察官（都道府県警察） 436 舞台美術スタッフ

297 訪問介護員/ホームヘルパー 367 科学捜査研究所鑑定技術職員 437 舞台照明スタッフ

298 手話通訳者 368 海上保安官 438 ファッションデザイナー

299 国家公務員（行政事務） 369 麻薬取締官 439 パタンナー

300 地方公務員（行政事務） 370 入国警備官 440 テキスタイルデザイナー

301 裁判官 371 消防官 441 スタイリスト

302 検察官 372 救急救命士 442 インテリアデザイナー

303 家庭裁判所調査官 373 電車運転士 443 インテリアコーディネーター

304 法務教官 374 鉄道車掌 444 カラーコーディネーター

305 刑務官 375 駅務員 445 ディスプレイデザイナー

306 税務事務官 376 鉄道運転計画・運行管理 446 ブックデザイナー

307 国際公務員 377 路線バス運転手 447 ジュエリーデザイナー

308 国際協力専門家 378 観光バス運転手 448 フラワーデザイナー

309 外科医 379 送迎バス等運転手 449 フードコーディネーター

310 内科医 380 トラック運転手 450 新聞記者

311 小児科医 381 トレーラートラック運転手 451 雑誌記者

312 産婦人科医 382 ダンプカー運転手 452 図書編集者

313 精神科医 383 タクシー運転手 453 雑誌編集者

314 歯科医師 384 タクシー配車オペレーター 454 テレビ・ラジオ放送技術者

315 薬剤師 385 介護タクシー運転手 455 録音エンジニア

316 保健師 386 宅配便配達員 456 映像編集者

317 助産師 387 ルート配送ドライバー 457 放送記者

318 看護師 388 新聞配達員 458 アナウンサー

319 看護助手 389 自動車整備士 459 放送ディレクター

320 診療放射線技師 390 パイロット 460 獣医師

321 臨床工学技士 391 客室乗務員 461 動物看護

322 臨床検査技師 392 空港グランドスタッフ 462 動物園飼育員

323 細胞検査士 393 ディスパッチャー（航空機運航管理者） 463 水族館飼育員

324 理学療法士（PT） 394 航空整備士 464 厩舎スタッフ

325 作業療法士（OT） 395 航空管制官 465 調教師

326 言語聴覚士 396 航海士 466 犬訓練士

327 視能訓練士 397 船舶機関士 467 トリマー

328 歯科衛生士 398 船員 468 ブリーダー

329 歯科技工士 399 ドローンパイロット 469 農業技術者

330 栄養士 400 フォークリフト運転作業員 470 稲作農業者

331 あんまマッサージ指圧師 401 港湾荷役作業員 471 ハウス野菜栽培者

332 柔道整復師 402 積卸作業員 472 植物工場の研究開発

333 はり師・きゅう師 403 引越作業員 473 植物工場の設計、施工

334 義肢装具士 404 倉庫作業員 474 植物工場の栽培管理

335 治験コーディネーター 405 こん包作業員 475 果樹栽培者

336 保育士 406 ビル清掃 476 花き栽培者

337 幼稚園教員 407 ハウスクリーニング 477 畜産技術者

338 学童保育指導員
 408 ごみ収集作業員 478 酪農従事者

339 児童指導員 409 産業廃棄物処理技術者 479 林業技術者

340 小学校教員 410 産業廃棄物収集運搬作業員 480 林業作業

341 中学校教員 411 鉄道車両清掃 481 造園工

342 高等学校教員 412 ペストコントロール従事者（害虫等防除・駆除従事者） 482 水産技術者

343 特別支援学校教員、特別支援学級教員 413 製品包装作業員 483 水産養殖従事者

344 専門学校教員 414 ピッキング作業員 484 沿岸漁業従事者

345 大学・短期大学教員 415 工場労務作業員 485 自然保護官（レンジャー）

346 職業訓練指導員 416 バックヤード作業員（スーパー食品部門） 486 アウトドアインストラクター

347 社会教育主事 417 テレビカメラマン 487 会社経営者

348 学習塾教師 418 報道カメラマン 488 起業、創業

349 英会話教師 419 商業カメラマン 489 国会議員
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図表 序-2 インプットデータ開発に向けて実施した調査研究等（まとめ） 

 

 

図表 序-3 2018 年度、2019 年度の全体スケジュール 

 

 

  

インプットデータ研究会（2018年度、2019年度：全８回）

・日本版O-NETに収録する約500の職業の決定
・約500の職業で取得する数値情報項目等の決定
・職業情報収集の方針、2020年度以降の職業情報のメンテナンス方針等の決定 等

●職業解説（定性データ）の作成
489職業（更新394、新規等95）収集

○文献等調査、訪問ヒアリング調査の実施

○職業解説検討会の開催（合計66回開催）
2018年度：全27回開催
2019年度：全39回開催

有識者の検討による職業解説案等の精査

●数値情報（定量データ）の作成

○Web就業者調査の実施
・就業者アンケート調査（約130項目）

各職業 平均50人程度の回答データ収集

【調査実施期間】
2018年12～1月、2019年11～12月
合計で約26,000サンプルの取得

○業界（IT、製造業）
ヒアリング調査（2018年10～11月）

・業界の動向、新たな職業等現状把握

○キャリアコンサルタント等
ヒアリング調査（2018年6～８月）
・支援のための職業情報ニーズの把握

年度 月 職業解説の作成 インプットデータ研究会

2018年度 4月
インプットデータ研究会設置
①2018年収集職業の検討

5月
6月 ○キャリアコンサルタント等 ②2018年収集職業の決定
7月 　 ヒアリング調査（６～８月） ③職業の数値情報の内容等の検討
8月 　　●文献等調査/ﾋｱﾘﾝｸﾞ調査
9月 　　　　職業解説検討会 ④職業の数値情報の内容等の決定
10月 　　　　（27回開催） ○業界ヒアリング調査
11月 　（IT、製造業　）(10～11月）
12月 ●Web就業者調査
1月
2月 ⑤2019年収集職業の検討
3月 ※検討会後、委員意見集約の上、決定

2019年度 4月
5月 　　●文献等調査/ﾋｱﾘﾝｸﾞ調査
6月 　　　　職業解説検討会
7月 　　　　（39回開催） ⑥職業情報収集の進捗状況の報告1
8月
9月
10月 ⑦勉強会方式での開催
11月 ●Web就業者調査
12月
1月
2月 ⑧職業情報収集の進捗状況の報告2
3月 日本版O-NET公開 　 職業情報の更新等の方針

事前情報収集（ヒアリング）/
数値情報収集（Web調査等）

動画との整合の

ための加筆、修正

直接配布による

数値情報の収集
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第３節 本書の構成 

 

本書は、序章、第Ⅰ部３章及び第Ⅱ部２章から構成されている。 

序章で全体を概観し、第Ⅰ部はインプットデータの開発として、第１章で日本版 O-NET に

収録する職業の選定について、第２章で職業解説の作成、第３章で職業に関する数値情報の

作成についてそれぞれ報告する。 

第Ⅱ部はヒアリング調査と情報収集として、第４章で日本版 O-NET の主要な利用者層の一

つと想定しているキャリアコンサルタント等へのヒアリング調査結果、職業の変化が大きい

と思われる IT 分野、製造分野の団体等関係者へのヒアリング調査結果を掲載している。 
また、第５章として2020年度以降の検討に向けて、米国O*NETの仕事活動（Work Activity）

情報、T2（Tools & Technology）情報の関連文献の日本語要約、米国以外の海外の公的職業

情報サイトについての情報等について掲載している。 

 

【参考１】日本版 O-NET の創設等に関連する政府方針 

 

働き方改革実行計画（平成 29 年 3 月 28 日：働き方改革実現会議決定）（抜粋） 

９．雇用吸収力、付加価値の高い産業への転職・再就職支援 

（２）転職・再就職の拡大に向けた職業能力・職場情報の見える化 

AI 等の成長分野も含めた様々な仕事の内容、求められる知識・能力・技術、平均年収といっ

た職業情報のあり方について、関係省庁や民間が連携して調査・検討を行い、資格情報等も

含めて総合的に提供するサイト（日本版 O-NET）を創設する。（以下、略） 

 

未来投資戦略 2017- Society 5.0 の実現に向けた開拓- 

（平成 29 年 6 月 9 日閣議決定）（抜粋） 

第２ 具体的施策 

Ⅱ Society 5.0 の横割課題  

Ａ．価値の源泉の創出 

３．人材の育成・活用力の強化 

（２）新たに講ずべき具体的施策  

ⅲ）生産性・成長性の高い産業への「人の流れ」を実現する労働市場改革  

① 労働市場における「見える化」の促進  

転職・再就職の拡大に向けて、職業情報に関して総合的に提供するサイト（日本版 O-NET）

や女性や若者が働きやすい企業の職場情報をワンストップで閲覧できるサイトの創設、技能

検定やジョブ・カードの活用促進等により、職業能力・職場情報の見える化を促進する。 
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未来投資戦略 2018 ―「Society 5.0」「データ駆動型社会」への変革― 

（平成 30 年 6 月 15 日閣議決定）（抜粋） 

第２ 具体的施策 

Ⅱ．経済構造革新への基盤づくり  

[１]データ駆動型社会の共通インフラの整備 

２．AI 時代に対応した人材育成と最適活用 

２－２．人材の最適活用に向けた労働市場改革 

（３）新たに講ずべき具体的施策 

ⅲ）主体的なキャリア形成を支える労働市場のインフラ整備  

① 日本版 O-NET の創設等による労働市場の「見える化」  
・職業情報提供サイト「日本版 O-NET」について、平成 32 年からの稼働に向け

て、AI・データ分野の専門家から知見を得つつ、民間人材ビジネス、企業等と

のデータ連携や AI・ビッグデータの活用も視野に入れ、データの収集・分析

や更新、ユーザーインターフェース、「職場情報総合サイト」等との連携など、

具体的な設計・開発の検討を進める。  

（以下、略） 

 

成長戦略（2019 年）：成長戦略フォローアップ 

（令和元年 6 月 21 日閣議決定）（抜粋） 

Ⅱ. 全世代型社会保障への改革 

 ２．中途採用・経験者採用の促進 

 （２）新たに講ずべき具体的施策 

 Ⅱ) 主体的なキャリア形成を支える労働市場のインフラ整備 

 ・2020 年からの稼働を目指す職業情報提供サイト「日本版 O-NET」（仮称）や、2022 年

以降の稼働を目指す「職業能力診断ツール」について、両者の連携を図るほか、ハロ

ーワークインターネットサービスや職場情報総合サイトなど、既存のシステムとの

連携も視野に入れて開発・運用を進めることで、求職者や企業の人事担当者等が、円

滑に職業情報の把握や求人情報の検索等を行える有機的なシステム構築を目指す。 
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【参考２】日本版 O-NET の根拠条文の策定の動き 

 

高年齢者の雇用・就業機会の確保及び中途採用に関する情報公表について（報告）（抜粋） 

（令和元年 12 月 25 日：労働政策審議会 職業安定分科会） 

労働政策審議会職業安定分科会で、高年齢者の雇用・就業機会の確保及び中途採用に関す

る情報公表について、令和元年 9 月 27 日から令和元年 12 月 25 日までの間に計 6 回にわた

り検討が行われ、報告として取りまとめられ、厚生労働大臣に建議された。同報告の中には、

日本版 O-NET も含め求職者等への職業情報の提供等必要な国の施策の充実について法律に明

記することが望ましい旨の記述が盛り込まれた。 

 

Ⅱ. 中途採用に関する情報公表について 

 ４ 支援策について 

（４）労働者の職業選択に資するための職場や職業に関する情報の提供の促進については、

上記のほかにも次世代育成支援対策推進法、女性の職業生活における活躍の推進に関する法

律、青少年の雇用の促進等い関する法律に基づく企業の職場情報の提供や、職業情報提供サ

イト（日本版 O-NET）（仮称）の構築を進めているところであり、これらを踏まえ、国は求職

者等の職業選択に資する職場や職業に関する情報の提供のために必要な施策を充実させるこ

とを国の施策として法律上も明確にすることが適当である。 

 

雇用保険法等の一部を改正する法律案要綱（抜粋） 

（令和 2 年 1 月 8 日：労働政策審議会 職業安定分科会） 

第五 労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法

律の一部改正 

一 国の施策  

国が総合的に取り組まなければならない事項として、次に掲げるものを規定するものとす

ること。 

1 労働者の職業選択に資するよう、職場に関する事項又は職業に関する事項の情報の

提供のために必要な施策を充実すること。 

（以下、略） 
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